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アメリカ原子力発電産業の現段階
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　筆者は，戦後冷戦態勢のもとでの核兵器開発の歴史が，アメリカ経済にとのようなインパクト

を与えてきたか，という問題意識から，一連の研究を行ってきた。本稿では，原子カェネルギー

の民需転換 ・応用の最大の成功事例とされてきた原子力発電産業に対象をしほ って，国家的政策

として育成されてきた原子力発電産業の４０年の歴史を回顧してみたい。そのことで，今日原子力

発電産業の陥っている危機が，どのような性格のものであるのかを描きだし，この産業がアメリ

カ経済にどのような影響をあたえてきたかを総括してみようというのが，本稿の課題となる 。

１． 民需用の原子力発電への転換

　民需転換プーム

　原子力開発は，軍事利用を王軸として進められてきたが，１９５３年１２月８日のアイゼンハワー大

統領の国連演説で，一つの転機を迎える。彼は，「原子力を平和目的にも使おう」という呼びか

けをし，原子力，とくに原子力発電のアイテアを民需分野に応用する競争をソ連に呼ぴかけたの

である。その背景には，原子力が人類の福祉に役立つことをアピールし，核兵器を含む原子力開

発政策への支持をアメリカ国民から世界の人々に広げていきたいという思惑があ った。とともに ，

民需分野へも市場を広げることで，原子炉の大量生産を促し，海軍用原子炉の製造コストを下げ

ることで，軍事費を節約したいという思惑もあ った 。

　５４年には，さっ そく原子カエネルギー法が改正され，政府が認可すれば，民問企業が原子炉を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
所有することが可能になっ た。 また６４年には核分裂物質を民問企業が所有する道も開かれた 。

　民需転換の先頭をきっ たのは，ウェスティングハウス社だった。同社は，海軍の原子力潜水艦

用に製作した加圧水型軽水炉の原型炉を陸揚げし，本社所在地のピ ッツパーグ市に設置し，５７年

１２月から送電を開始した。米国最初の原子力発電所となっ た出力６万キロワ ットのシ ッピングポ

　　　　　　　　　　　２）
一ト原発が，それである。いま一つの大手電機メーカーのゼネラル ・エレクトリッ ク（ＧＥ）社

は， 沸騰水型の原子炉を開発していた。その実用１号炉として５９年にドレスデン原子力発電所が

完成するが，これも軍事用原子炉をべ一スにしたものであ った 。

　これをきっ かけに「原子力発電のおかげで電力価格は無限に安くなる」，「エネルギーをふんだ

んに使うことのできる夢のような時代がやってくる」というばら色の宣伝が米国を席巻し，６０年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
代から７０年前半にかけて原子力発電所の建設ブームがまきおこっ た。 その結果，電力会社による

原子炉の発注総数は，１９７４年までに２３１基に達した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２８）
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　急速な乾換の理由

　このように急速な民需転換が可能になっ たのはなぜであろうか。第１の理由は，原子炉メーカ

ーは，海軍用の原子炉づくりのなかで，それなりの技術を蓄積しており（６４年までは原子炉メーカ

ーの海軍への納入額は，民問への納入額の２倍に達していた），その経験をそのまま民需分野に応用し

たからである。ウェスチンクハウス ，ＧＥ，それにＢａｂｃｏｃｋ＆Ｗ１ｃｏｘ，Ｃｏｍｂｕｓｔｌｏｎ　Ｅｎｇｍｅｅｒｍｇ

の４大企業（これら４企業で受注額の９７％を占める）は，原子炉価格の大幅値引きを武器に原発の受
　　　　　　　　　　　４）
注競争を激しく展開した 。

　第２に，連邦政府が，莫大な国費を投入することで，原子力発電産業の立ちあげを支えた効果
も， 大きかった。じっさい，１９５０～５８隼の原子力関係の資本投資額（軍事用原子炉も含む）の９０％

以上は，国費でまかなわれたものであ ったし，その後も ，民問の原発産業の育成のために連邦政

府は支援し続けた。政府機関のエネルギー情報局の経済分析部は，この問題を調査した結果 ，

１９４７～７９年のあいだに連邦政府が助成した額は，２２０～３９０億ドルに達した（７９年ドル換算）こと
，

もし助成がなかったならば，７９年の原発の発電コストは，６８～１０８％ていど高くなっ ていただろ
　　　　　　　　　　　　　　５）
うという結論を引き出している 。

　とくに商業炉の研究開発のために，連邦政府がはたした役割は決定的であ った。５４～５９年のあ

いだに投入された商業炉のための研究開発支出総額のうち，５億８５６０万ドルを運邦政府が負担し
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
民問企業が負担した額は，８２２０万ドルにすぎなかった 。

　この事態はその後も変わらなかった。１９６１～８４年までの連邦の原子カエネルギー関係の研究開

発予算額の推移を示した図 一１によると ，連邦資金がこの分野に６０年代には毎年２～８億ドルの

規模で投入されたことが分かる。民問部門の資金投入額は毎年１億ドル程度であ ったから，連邦

政府の役割がいかに大きかったかが分かる。また連邦の研究開発支出は，７０年代に入ると急増し
，

７８年には８億ドル弱のレベルまで増加した。その立役者は，軽水炉にかわる次世代炉として当時

　　　　　　　図一１　連邦の原子力（核分裂）研究開発予算額，１９６１～１９８４年
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
もてはやされた（高速）増殖炉の開発であ った 。

　さらに５７年にはプライス ・アンダーソン法を制定し，重大な原発事故が発生したばあい，連邦

政府が直接責任をおう体制（Ｏ．６億ドルを超える補償金は，政府が税金で面倒をみる。ただし上限は５
．６

億ドル）を整えたことの意味も大きかった。現在まで政府が補償金を支払うという事態が起こっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
ていないとしても ，電力会社を安心させる効果は大きかった 。

　南部の果たした役割

　この新産業の誘致でも ，全米の先頭をきっ たのが，南部であ った。１９５９年には南部知事会議の

王導下で南部州際原子力会議（Ｓｏｕｔｈ．ｍ　Ｉｎｔｅ。。ｔａｔ． Ｎｕｃ１ｅａ． Ｂｏ。。ｄ）が結成され，原子力発電促進の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
ために安全基準を緩めるなどの措置がとられた 。

　他方，発電装置は，ゼネラル ・エレクトリッ ク（ＧＥ），ウェスティングハウス（ＷＨ）両社の

北東部の工場で製造されていた。労働者たちは，強力な労働組合に守られ，自動車 ・鉄鋼産業並

みの高賃金を享受していた。これにたいしてＷＨ社は，組合の力を逃れて１９６８～７０年の間に南

部に４工場を開設し，さらに７０年にはサウスカロライナ州のコロンビアに世界最大（当時）の核

燃料製造工場を新設した。ＧＥ社も６９～７０年に南北カロライナに３工場を設けた。その結果，組
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
合の力は大幅に弱まり ，賃金水準を下げることができた 。

　原発の誘致にもっとも熱心だったのが，「原子力産業の世界首都」をめざしたサウスカロライ

ナ州であ った。その結果，電力中の原発依存率（８７年）は全米平均の１７７％にたいして南東部８

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
州では２５ ．７％，とくにサウスカロライナ州では６１ ．Ｏ％に達した 。

２． 原子力発電のコスト上昇のしくみ

原発ばなれの傾向

　１９７２～７４年には毎年の原子炉の発注数が３０基をこえるなど，原発の建設ブームはピークに達し

た。 それが，７５～７８年の発注数は，４年問あわせても１５基に激減し，７９年以降はゼロとなっ てし

まっ た。 それだけでなく ，すでに注文を終えた原子炉をキャンセルする動きが広がり ，７４年以降

のキャンセル数は１２１基に達し，このキャンセルによる損害額だけで４４４億ドル（９０年ドル換算）

に達している 。７３年１０月以降に発注された契約は，すべてキャンセルとなっ たし，着工したもの

の途中で放棄された原発も少なくない（９５年現在では７基が工事を途中で中断され，野ざらしの状態と

　　　１２）
なっ ている）。

　９５年現在で，なお１０９基が稼動中で，全米の電力生産量の２２０％にあたる９９１億ワ ソトを発電し

ているが，新規発注が２０年以上も途絶えているため，稼働原発数は減少する傾向にある。原子炉

の耐用年数は４０年であり ，こんご廃炉される既存炉が続出するので，事態がこのまま推移すると

すると ，原発数は，２０１５年には６７基，２０２５年には２４基に減少し，米国の原発産業は２０３０年には自

　　　　　　　　　１３）
然消滅することになる 。

　西ヨーロソパでも原発はなれの傾向は顕著である。９５年１２月にイキリスで原発３基の建設計画

が撤回されたので，フランスが２０世紀末までに新型の加圧水型炉１基の建設に着手する，という

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３０）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４）
言十画をもつ以外，西欧の原発新設計画はなくなっ ている 。

　なぜこのような事態になっ たのだろうか。結論を先どりすれば，原子力潜水艦の動力炉を，稼

働条件の大きく異なる商業用の陸上炉に，十分な事前研究なしに，転用し，大型化してきたツケ

がまわ ってきた。この事情が災いして，原子力発電のトタール ・コストが，他の電力源とくらべ

て割高になり ，そのコスト差は広がる一方となっ てきたからである。その構図は，先に見た原子

力船のばあいと同じだといっ てよい。以下，コスト上昇をもたらした要因を分析してみよう 。

　建設コストの上昇

　ウェスティングハウス社製の１号炉（シ ッピングポート炉）も ，ＧＥ社製の１号炉（ドレスデン

炉）もともに，建設コストは当初の見積もりの２倍近くかか った。原型炉での十分な事前研究な

しに，実用化 ・商業化を急いだことから，建設途中や試運転のなかで欠陥が発見され，事後的に

設計変更，補修，施設追加などが行われた結果のコスト超過であ った。「走りながら考える」と

いう核兵器開発と同様の論理が，原発開発にも貫いていたのである 。

　その後建設コストは，「学習効果」が働くことで一時低下するが，７０年代に入り ，より高い安

全基準が求められるようになると ，再び上昇に転じるようになっ た。 たとえば発電容量１キロワ

ットあたりの建設投資 コスト（８２年ドルで換算）をみると ，６２年の１１００ドルから７０年には３００ドル

まで低下していたのが，その後は上昇に転じ，７８年には１１００ドル，８２年には１５００ドル，８５年には

　　　　　　　　　　　　　１５）
２７００ドルヘと急上昇していっ た。 とくに工事の遅れによっ て完成が８０年代前半の高金利時代にも

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６
／

ちこされたばあい，金利負担が急増し，コスト上昇に拍車をかけた 。

　６６～７７年の問に着工した７５基にかんする資料によると ，建設コストの当初の見積額の総額は

４５０億ドルであ ったのが，実際にかかった所要額は３倍以上に膨らんで，１４５０億ドル（金利負担額

を除く）となっ た。１基あたりの建設コストは実際には ，１９ ．３億ドルもかかったわけである。い

くつかの典型的な例をあげると ，ロングアイランド電力会社が発注したシ ョアハム（Ｓｈ。。。ｈ．ｍ）

原発のばあい（６８年着工，８０年完成），当初の見積額３億ドルが５５億ドルヘと ，実に１８倍に膨張し

た。 パシフィソ ク・ カス電力（Ｐａｃ１
丘ｃ Ｇａｓ ＆Ｅ１ｅｃｔｒｌｃ）社のティアフロ ・キャニオン（Ｄ１ａｂｌｏ

Ｃ．ｎｙｏｎ）１号炉のばあい（６８年着工，８４年完成），４ ．５億ドルの予定が３７．５億ドルヘと８倍に上昇し
　　　１７）
た， 等々 。

　戦時下では，原発はいうまでもなく ，敵国（ないしテロリスト）の好個の攻撃目標となる。しか

し原発の建設にあた っては，この危険は軽視されており ，原則として敵国のミサイル攻撃に耐え

られるような仕様にはなっ ていない。戦時下でも耐えられるような原発を建設するには，すでに

北欧やフランス ・スイスで試みられているように地下に建設することが必要となろう 。そのばあ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
い， 建設コストは，さらに４０％程度高くなるといわれる 。

　原子炉の大型化と事故の続発

　原子力の制御技術といっ た原発の工学的基盤を十分に整えないままに，原子力発電の民需転用

を急いだことは先に述べた。そのうえに，建設コストの上昇を吸収するために，原子炉メーカー

は， 原子炉の大型化（スケールメリット追求）の道を突き進み，原発の技術的土台をいっ そう不安
　　　　　　　　　１９）
定なものにしていっ た。 たとえば６１年現在の稼働原発の平均発電容量は２００メガワ ットにすぎな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３！）
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かっ たが，６４年に新規発注された原発の平均容量は６００メガワ ット ，７４年の新規発注分は１３００メ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
ガワ ットに達し，火力発電所の平均容量を大幅に上回るようになっ た。

　その結果，さまざまな予期せぬ事故が頻発するようになっ てきた。たとえば１９６６年１０月にはミ

シガン州のフエ ルミ１号増殖炉で部分的な炉心熔融の事故がおこっ たし，７５年３月にはＴＶＡ

（テネシー渓谷開発公杜）のブラウンズ ・フェリ（Ｂ．ｏｗｎ． Ｆｅ耐ｙ）２号炉（アラバマ州）で火災事故が
　　　２１）
発生した 。

　誕生したはかりの原子力監査委員会（Ｎｕｃ１ｅａ． Ｒｅｇｕ１ａｔｏ．ｙ　Ｃｏｍｍ１。。１０ｎ，７４年にＡＥＣを改組して誕

生）は，この事故を教訓に火災時の安全基準を引き上げ，全米の原発をきびしく監察するように

なっ た。 また原発の安全性に疑問をいだく地域住民は，各地で原発の建設に反対運動を展開し ，

７７年の４～５月にはシーブロッ ク（Ｓ．ａｂ．ｏｏｋ）原発（ニューハンプシャ州）の操業開始にたいして ，

１．８万人が抗議運動に参加するなどの盛り上がりをしめすようになっ た。 ７９年のスリーマイルズ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２２）
島の２号炉（ペンシルヴ ァニア州）の事故で，反原発運動はピークに達することになる 。

　連邦政府の政策転換

　７０年代の後半に入ると ，連邦政府はこれまでの平和利用促進一辺倒の立場を修正し，平和利用

分野でも管理と規制を強める方策をとるようになっ てきた。その転換には２つの背景があ った 。

　その第１は，７４年５月にインドがおこなっ た地下核実験である。インドが，自国の原発施設を

利用して，核兵器材料を製造していたことは，米国の政策当局に衝撃を与えた。原子力の平和利
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
用活動を核兵器開発のために軍事転用することが容易であることを証明したからである。以後 ，

連邦政府は，原発が核兵器の拡散の道具にならぬよう ，原発用核燃料の規制を強めるようになる 。

先に述べたように（図一１参照），米国の７０年代の原子力開発の重点は，高速増殖炉の開発であり ，

そのために莫大な資金が投入されてきた。この虎の子の次世代の原子炉の開発についてカーター

政権は，７７年の４月に重大な政策転換をおこな った。すなわちプルトニウムの増殖が核兵器材料

の拡散の可能性を増やすという懸念から巨額の損失を覚悟であえて，プルトニウムのリサイクリ

ング計画を無期限に延期し，商業用高速増殖炉の建設計画（クリンチリヴァー）の凍結にふみきっ
　　　　２４）
たのである。その後米国は，プルトニウムの自給をめざして高速増殖炉開発に固執する日本など

の路線を警戒し，陰に陽に妨害するようになる 。

　いま一つの背景は，先に述べたような国内における原発事故の続発と住民運動の高揚であ った 。

このような動きを背景に運邦政府は，原子炉の安全基準，設計基準を引き上げ，電力会社にたい

して，原子炉の改修，新設備の追加，改造，事故時の住民の疎開対策だけでなく ，核燃料のより

厳重な警備 ・保管対策を求めるようになっ てきた。その結果，原発の建設コストの上昇を招いた

だけでなく ，経常的な運転 ・補修コストの上昇を招くことになっ た。

　運転 ・補修コストの上昇

　原子力発電のはあいは，他のエネルギー源とくらべて，日常的な経費にあたる運転 ・補修コス

ト， および核燃料コストが破格に安く ，それが当初の建設にかかわる初期投資の大きさの不利を

カバーすると言われてきた。原発はいっ たん動き出すと ，ほとんど人手がかからず，無人に近い
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
施設で自動運転できるものとされてきたからである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３２）
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図一２　原発の発電容量１ｋｗあたりの運転 ・補修コスト ，１９７４－１９９３年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１９９３年ドルで換算）
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　しかしエネルギー省の報告書は，この見通しとは逆に，原発の運転 ・補修コストが一貫して上

昇しつづけていることを示している（図一２参照）。 発電容量！キロワ ットあたりの運転 ・補修 コ

スト（米国で稼働する全原発の平均コスト）は，１９７４年には２２ ．５ドルであ ったのが，８０年には５２ ．９ド

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２６）ル， ８７年には８９ ．２ドル，９３年には９６ ．４ドルに達している（９３年ドルに換算）。 ただしこの運転 ・補

修コストは，各原発ごとに大きな格差があるのが実情で，９３年の実績では ，５３ ．１ドルから１７８ ．Ｏ

ドルの問に分布している。この大きな格差は，原子力発電技術がまだ安定していないことを物語
　　　２７）
っている 。

　なぜ当初の予想をうらぎっ て， 運転 ・補修コストが上昇しつづけたのだろうか。その原因とし

ては一一¢新たな安全基準のおかけで，運転開始後に予定外の新設備の追加や既存設備の改修を

迫られたこと ，　にもかかわらず，いまだ原発技術が不安定なために，たえず運転中止 ・休止に

みまわれたこと ，　核燃料の拡散防止規制が強化されたために，核燃料を保管 ・警備するコスト

が上昇したこと ，　周辺住民の原発への不信感を解消し，原発への国民の支持を調達するための

コストが高まっ たこと ，　テロリストなどの不測の攻撃から原発を防衛 ・警備する必要が高まっ
　　　　　　　　　　　　　　２８）
てきたこと ，などがあげられよう 。

　巨額の費用をかけて補修 ・設備追加を重ねたにもかかわらず，さまざまなトラブルが続出し ，

たえず運転休止に追い込まれてきたことが，原発の運転 ・補修コスト上昇の最大の原因であ った 。

実際原発の平均稼働率（発電可能容量にたいする現実の発電率）は，１９７９年から８７年までは一貫して

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２９）
５０％台に低迷し，８８年以降になっ てようやく６２～７４％へと上昇しだしたところである。米国の原

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３３）



　１９６　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第６号）

発は，１９７４～９３年の問，平均すると年問１００日は休止に追い込まれていたわけである。原発の休

止が予想されるはあい，代替の電力源を用意しておく必要が生じる。９５年のテータによると ，１

原発あたりに必要なその代替コストは年問２５００万ドルにのほるといわれ，コスト増に拍車をかけ
　　　　　　　　３０）
る要因となっ ている 。

　９５年のデータによると ，原発の運転 ・補修コストの６７％は，人件費によっ て占められている 。

今日の原発は，当初の予想に反して，きわめて労働集約的な職場となっ ている 。１０００メガワ ット

程度の平均規模の原発のはあい，従業員の４７％は，補修 ・サポート労働に従事し，１７％が警備労

働（テロリストなどの攻撃から核物質と原発とを防衛する労働！），２０％が，経営管理的な仕事に従事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３１）
しており ，直接の発電業務に携わる「生産的労働者」はわずか１６％にすぎない。問接部門の肥大

化という軍需　核兵器産業と同様の現象が，原発産業でも見られるのである 。

　早期廃炉のコスト

　老朽化した「旧世代」原子炉ほど，稼働率の成績が悪くなる傾向がある 。１９９２～９４年のデータ

によると ，運転開始後１２年未満の「新鋭炉」４４基の平均稼働率は，７６ ．４％であ ったのにたいして ，

１２年以上の「老朽炉」６６基の平均稼働率は ，６８ ．５％であ った。その結果，「老朽炉」の運転 ・維

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３２）
持コストは，「新鋭炉」よりも２５％程度割だかとなっ ている 。

　　般に原子炉の耐用年数は４０年といわれ，これを前提にしたコスト計算がなされてきたが，コ

スト上昇圧力に耐えかねて，早期廃炉に追い込まれる原子炉が，１９８７年から９５年の間に７基を数
　　　３３）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）
えている。既存炉の２５％程度は，こんご早期廃炉に追い込まれる可能性が高いといわれている 。

かりに早期廃炉が続出するとなると ，減価償却コストが高くなり ，原発による電カ コストをいっ

そう押し上げることとなろう 。

　原子炉の解体コスト

　廃炉にした後には，原子炉の解体が待ちかまえている。この解体にはどれほどのコストが必要

なのだろうか。１９９０年の時点で電力業界自身は，現存１２４基を解体する総費用を２５６億ドル（９０年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３５）
ドル換算で）と見積もっ ていた。１基あたりにすると平均２億ドルとなる 。

　これまでの実績から判断するかぎり ，解体コストは，当初見積りをオーバーすることが常態に

なっ ている。たとえばヤンキー原子カエネルギー会社（Ｙ．ｎｋ。。 Ａｔｏｍ１． Ｅｎｅ．ｇｙ　Ｃｏ）は，８５年の時

点でヤンキー・ ロウ（Ｙａｎｋｅｅ Ｒｏｗｅ）原発の解体コスト見通しを，これまでの３０００万ドルから

６８００万ドルに上方修正した。この原発は９２年に実際に廃炉となっ たが，解体コスト予想額は，さ

らに膨らみ，９４年時点で３．７億ドルかかると発表されている。当初の見通しの実に１２倍以上に跳

ね上がっているわけである 。

　フォート ・セントヴレン（Ｆｏｒｔ　Ｓｔ．Ｖ・ａｉｎ）原発（コロラド州）のばあい，解体コスト見通しは ，

１９８９年の廃炉時の見通しの２倍にあたる３ ．６億ドルとなっ ている。このような傾向をふまえてあ

る論者は，１基あたりの解体コストは，およそ４～６億ドル程度となると推定している。これが

正しいとすると ，原発の解体コストは，建設コストのおよそ１／３ないし１／４に達することにな
３６）

る。

　原子炉の解体にそなえて，電力会社は９０年時点で，原発解体引き当て金として３３億ドル，企業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３４）
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内の上積み引き当て金として１４億ドルを用意しているといわれるが，この引き当て金では明らか

に過小であり ，こんご電力会社の倒産というかたちか，あるいは電力料金の値上げというかたち
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７）
で消費者に，そのツケは回されることになるであろう 。

　原子炉の廃棄コスト

　エネルキー省の推計によると ，平均規模の加圧水型原子炉を廃炉にした後，すくに解体したは

あい，１基あたり１ ．８万立方メートルの低レベル放射性廃棄物が生まれるという 。低レベルに加

えて高レベル廃棄物を安全に保管し，はあいによると数万年にわた って貯蔵していくための費用

が実際にいくらかかるか，は誰にも分からない。ただ現在の対策ではとうてい追いつかないこと

だけは確かである 。

　こころみに炉心部から出てくる高レベル廃棄物の貯蔵対策について見てみよう 。１９８２年の連邦

核廃棄物政策法（Ｆｅｄｅ・・ｌ　Ｎｕ・１… Ｗａ・ｔｅ　Ｐｏ１ｉｃｙ　Ａ・ｔ）によっ て， 原子力発電１キロワ ット時あたり

Ｏ．１セントの資金をつみたて，連邦政府の管理する信託基金（Ｎｕ．１ｅａ． Ｗ。。ｔｅ　Ｆｕｎｄ）を創設するこ

とになっ た。 この基金で高レベル廃棄物貯蔵施設を設置し，貯蔵コストをまかなっ ていく方針も

定められた（９５年現在この基金は，１１０億ドルを蓄えている）。 しかし高レベル廃棄物の貯蔵施設とさ

れているネバダの核実験場内のヨカ（Ｙｕ。。。）山の施設建設は，州政府と地元住民の反対で，暗
　　　　　　　　３８）
礁に乗り上げている。エネルギー省の最近の見通しでは，この施設建設と貯蔵には，少なくとも
　　　　　　　　　　　　　　　　３９）
３４０億ドル以上の費用が必要だという 。いずれにせよ ，積み立て額の大幅上積みが必要となろう 。

　低レベル廃棄物の処理については，８０年法によっ て， 自州内での処理が義務づけられたが，見

通しがた っていない州が多い。その廃棄 ・貯蔵コストの推計値（原子炉１基あたり）として２４００万

～４億ドルといっ た幅のある見通しが示されているように，実際にどれだけの費用がかかるかは
　　　　　　　　４０）
不透明なままである 。

３． 原発推進の収支決算

　かりに重大な事故がおこらないと仮定したばあいでも ，原発は，他のエネルギー源とくらべて

割り高ではないか，という論点をめぐっ て， １９７０年代の米国でははげしい論争が行われた。その

結果，８０年代の経過のなかで，他のエネルキー源　　たとえは化石燃料とくらべたはあい，原発

による電カ コストは割り高であるということについて，しだいに国民的合意ができ ，論争は決着
　　４１）
をみた 。

　この占についてのエネルキー省の公式報告書のテータでも ，本来圧倒的に安くなけれはならな

い運転 ・補修コストのレベルで，原発は，すでに化石燃料発電と同じだけのコストがかかってい

ることが承認されており（１メガワ ットあたり ，２１ ．５２ドル，これにたいして化石燃料は２１，８１ドル） ，

したがって莫大な設備投資や解体　廃棄コストを含めた総コストのレベルでは，勝負にならない
　　　　　　　　　　　　　　　　　４２）
ことはすでに公知の事実になっ て久しい。７０年後半からの原発のキャンセルの続出，早期廃炉の

続出は，傷の少しでも浅いうちに撤退し，被害を少なくしようとする電力会社の合理的な行動の

結果であ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３５）
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　原発推進の総コスト

　核兵器の技術を原発というかたちで性急に民需転換しようとした結果，アメリカ国民はとのよ

うな経済的コストを払うことになっ たかの全体像については，いくつかの推定を必要とすること

もあ って，確たる研究に乏しい。ここでは，この問題に正面からアプローチしようと試みた一つ

の研究を参考として紹介するにとどめたい。それは，１９７０年代からエネルキー・ コスト問題に健

筆をふるっ てきた在野の研究団体カマノフ ・エネルギー研究室（Ｋ・ｍ・ｎ・ｆｆ　Ｅｎ・・ｇｙ　Ａ・・・…ｔ・）が ，

１９５０～９０年を対象におこなっ た原発推進の４０年間の収支決算の総括的研究である 。

　それによると民需用の原子力発電事業のために，この４０年間に投じられた直接的なコストだけ

で， ４９１８１億ドルとなる（９０年トルに換算，以下同じ）。 核兵器開発の５０年問の総費用４６兆トルの

およそ１／９のレベルである 。

　この総支出のなかの８２％（３９５５ ．２億ドル）は，電力会社（したがって電力消費者）が，負担し，残

る１８％（９６２．９億ドル）は，連邦政府が直接に負担した。この連邦負担分には，連邦政府によるウ

ラン探索から核融合研究にいたる助成，原子力開発の宣伝費，軍事プログラムとの共通部分など
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３）
は含まれておらず，このような間接部分を含むと連邦政府負担分は，もっと膨らむことになろう 。

　連邦政府は，とくに原発産業の立ち上げ期（１９５０～６７年）に，中心的な役割を担 った。すなわ

ちこの産業の幼年期の総支出額（１９５ ．４億ドル）のうち６６ ．３％にあたる１２９．５億ドルを連邦政府が

　　　　　　　　　４４）
負担したと考えられる 。

　電力会社の負担した３９５５．２億ドルの内訳は，つぎのとおりであ った。すなわち原発の建設費が

１８４８億ドル，運転 ・補修費が７０１億ドル，設備改造 ・付加費が４１０億ドル，核燃料費が４１６億ドル ，

原子炉解体のための法定引き当て金が３３億トル，原子炉解体と廃棄物処理の企業内上づみ引き当
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４５）
て金が３８億ドル，原発のキャンセル費が４４４億ドル，等々 。

　発電開始時の１９６８年から９０年までの２３年問をとると ，この問の総支出は４７２２ ．７億ドルとなる 。

この支出額で２３年問に５ ．４兆キロワ ット時の原子力発電をおこなっ たのであるから，１キロワ ッ

ト時あたりの発電コストは，８．８０セント（うち電力会社負担分は７ ．２５セント ，連邦助成が１ ．５５セント）

となる。ただし１９９０年だけの発電コストを計算すると１０．１５セントとなる。学習効果でコストが

低下するのではなく ，むしろ上昇しているのが特徴である 。

　電力会社の負担コストの経年変化は，この点をいっ そう明確にしている。電力会社の負担コス

ト（１キロワ ット時）は，原子力産業の立ち上げ期の１９６８～７３年には，３ ．１１セントであ った。石油

の禁輸後の拡張期（７４～７９年）には，３ ．８５セントとなり ，スリーマイルズ島事件直後の８０～８３年

には，６ ．２７セントに急上昇し，８４～９０年平均では９．０６セントに上昇している。着実な上昇傾向は
　　　　　４６）
明らかである 。

　超過負担させられた額

　原子力発電のコストを他の代表的電力源である化石燃料発電のコストと比較してみよう 。先に

みたように，１９６８～９０年の原子力発電の平均総コスト（キロワ ット時あたり）は，８．８セントであ

った。同じ時期の化石燃料発電の総コストを同様の手法で計算すると ，４～４ ．５セントとなり ，

原発のほうがほぼ２倍割り高であることが分かる。９０年の時点で比較してみても ，化石燃料発電

コストは４～５セント ，これにたいして原発は１０ ．１５セントであり ，２倍をこえる格差が生まれ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３６）
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　　４７）

ている 。

　それでは原子力発電の性急な民需転換に固執したために，アメリカ国民はとれだけの超過負担

を強いられたことになるのか 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４８）　１９６８～９０年の問に電力消費者として割高の電力料金を支払うかたちで１６００億ドル，連邦政府

の原発助成金支出を税金として納めるかたちで９６０億ドル，合計で２５６０億ドル（９０年ドル換算）と
　　　　　　　　　　　　　　　　４９）
いうのが，カマノフらの推計である。９５年時点まで延長すれば，３０００億ドル程度ということにな

ろう（あるいは，７０年代後半の時点で，原発の発注を完全に停止し，発注ずみの原子炉を損失覚悟で１２０基

もキャンセルするという大転換をおこなっ たおかげで，損失はこの程度ですんだというように評価すること

もできる）。 こんご原子炉の解体，廃棄物処理，被曝者補償などが本格化してくると ，これまでの

引き当て金の積み立て額では，到底まかないきれないことは明らかであり ，チ ェルノブイリ級の

大事故が発生しなかったとしても ，莫大なツケをアメリカ国民は，払い続けることになろう 。

４． 原千力発電産業のゆくえ

　このような状況のもとで，原子力産業は，アメリカの資本にとっ て魅力ある投資先という地位

を失って久しい。むしろすでに投資した資本をいかに傷の軽いうちに引き上げるかが課題だとい

ったほうがよい。軍事力および経済競争力を強化するうえで将来戦略的に重要となる技術分野を

米国政策当局は毎年選びだしているが，このリストのなかからも ，原子力が脱落して久しい 。

　エネルギー省自身は，原子力産業の将来をどのように位置づけているのだろうか。この点をう

らなうのが，エネルギー供給のための研究開発予算の動向である（表一１参照）。 かつての花形の

原子力エネルギー関連予算は，９５会計年度で３ ．１２億ドルで全体の９ ．Ｏ％にすぎず，９７会計年度の

ための予算案ではさらに落ち込んでいる。この額は，環境管理，環境安全 ・健康関係の予算
（８ ．６４億ドル），およびエネルギー効率向上 ・再生可能エネルギー予算（４．０３億ドル）をはるかに下

回っ ている 。

　原発産業の将来に直接に関わる原子炉の研究開発予算をみてみよう 。これまで次世代の原子炉

の開発計画が３つあ ったが，そのうち２つが９６年度に打ち切られ，新型軽水炉（Ａｄｖ．ｎ。。ｄ　Ｌ１ｇｈｔ

表一１　エネルギー供給のための研究開発予算額

　　　　　　　　　　　　　（エネルギー省）　（万ドル）

１９９５会計年度 １９９７会計年度

（要求額）

原子力エネルギー ３１ ，２１０ ．４ ２４ ，８０５ ．４

＜うち原子炉開発 ８， ３３８ ．６ ４， ＯＯＯ ．Ｏ＞

エネルギーの基礎研究 １７４ ，３７２ ．２ １５３ ，９４３ ．２

＜うち核融合研究 ３３ ，３２９ ．２ ２５ ，５６０ ．Ｏ＞

エネルギー効率向上 ・再生可能 ４０ ，３３９ ．８ ３６ ，８９４ ．５

エネルギー

環境管理，環境安全・健康その他 ユ４ ，７０２ ．Ｏ １４ ，８６２ ．３

総額 ３４７ ，Ｏ０７ ．Ｏ ３０６ ，８６７ ．４

（出所）ＦＹユ９９７Ｃｏｎｇｒｅｓｓｉｏｎ１ＢｕｄｇｅｔＲｅｑｕｅｓｔ： ＢｕｄｇｅｔＨｉｇｈ１ｉｇｈｔｓ，Ｄ ｅ－

　　
ｐａｒｔｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｅ

ｎｅｒｇｙ
，１９９６

，ｐ
．４３

　　　　　　　　　　　　（５３７）



　２００　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第６号）

Ｗ．ｔ。、 Ｒ。。ｃｔ。、）計画が生き残っているだけである。これに伴い，予算額は９５年度の８３３９万ドルか

ら９７年度要求額４０００万ドルに大きく削減された。９７年度要求額に占める割合は，わずか１ ．３％で

ある。原子力関係は，核融合研究をのぞけば，他には宇宙船用の放射性発電炉の開発（９５年度

５９５８万ドル）が目につく程度にすぎない。２１世紀に原子力産業が生き返るような展望をこの予算

　　　　　　　　　　　　　　　　　５０）
のなかに見いだすことは困難であろう 。

　このような「冬の時代」にウェスティングハウス，ＧＥなど，残存する原子炉メーカー ベク

テル社をはじめとする原発建設請負企業は，どのよう’な生き残り戦略を模索しているのであろう

か。 原子炉メーカーにとっ て残された市場は次の３つである 。

　その第１は，海軍への原子炉納入であ って，８０年代の海軍軍拡の時代には，原子力潜水艦への

納入増が，苦境を救ってくれた。第２に，新たな安全基準にしたがって，既存炉を改修したり ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５１）
新設備を付加する仕事であ って，依然としてこの分野の需要が多い 。

　第３は，海外市場，とくに有望な東アジア市場への進出である 。９４年末現在で，３０ケ国で４３２

基の原発が，操業中である。建設段階にある原発は４１基，計画段階にある原発は５７基にのぼって

いる。計画段階にある原発の分布をみると ，西欧 ・北米諸国は，フランスの１基を除き ，すべて

ゼロであるのにたいして，アジア地域　　とくに中国 ・日本 ・イントなとに集中しているのが ，

特徴である。この有望なアジァ市場をとう獲得するかが，原発産業の生き残りをかけた課題とな

　　　　　　　　　　５２）
っているといっ てよい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）ＧｒｅｇｏｒｙＡＢ１ｓｃｈａｋ８切〃１〃４肌〃Ｔ６６加ｏＺｏｇ２６０ＺＣゐ伽ｇ６閉挑６び伽〃４８¢〃３３１Ｖ肌Ｚ３〃Ｐｏ吻ぴ

　１〃郷¢似１９４７～１９８７．１９８７，ＰｈＤＤ１ｓｓｅｒｔａｔ１ｏｎ，ＮｅｗＳｃｈｏｏ１ｆｏｒ Ｓｏｃ１ａｌＲｅｓｅａｒｃ
ｈ， ｐｐ２３～２４また

　Ｒｉｃｈａｒｄ　Ｒｕｄｏ１ｐｈ／Ｓｃｏｔｔ　Ｒｉｄ１ｅｙ，戸ｏ伽ぴ８炉〃ｇｇＺピ丁加Ｈ〃〃３万６みＹ６〃ｓ　Ｗろ〃ｏ叱ブ 厄Ｚ６６炉６６〃ツ
，１９８６

　［Ｒ ・ルドルフ ，Ｓ ・リドレー（岩城淳子ほか訳）『アメリカ原子力産業の展開』１９９１年，お茶の水書

　房，２１０ぺ一ジ１も参照 。

２）Ａｒｊｕｎ Ｍａｋｈ１ｊａｎ１ｅｔａ１，Ｔん川〃６１鮒Ｐｏ鮒Ｄ６ゆ１舳
，１ｎｌｔｌｔｕｔｅ　ｆｏｒ　Ｅｎｅｒｇｙ　ａｎｄ　Ｅｎｖ１ｒｏｍｅｎｔａｌ

　Ｒｅｓｅａｒｃ
ｈ， １９９６，ｐ６３

３）Ａｒｊｍ　Ｍａｋｈ
１ｊａｎ１ｅｔ　ａｌ，１９９６，ｐｐ１４～２０，４４～５０，また長谷川公一さんの好著『脱原子力社会の選択

　一新エネルギー革命の時代』１９９６年，新曜社，５９ぺ一ジも参照 。

４）　Ｇｒｅｇｏｒｙ　Ａ．Ｂｉｓｃｈａｋ，１９８７，ｐｐ．１４６～１５６

５）　Ｇｒｅｇｏｒｙ　Ａ．Ｂｉｓｃｈａｋ，１９８７，ｐ．４７，ｐｐ．３１３～３１５

６）ＧｒｅｇｏｒｙＡＢ１ｓｃｈａｋ，１９８７，ｐ４９

７）　Ｇｒｅｇｏｒｙ　Ａ．Ｂｉｓｃｈａｋ，１９８７，ｐ．２６８

８）詳細は，Ｍｃｋｍ１ｅｙ　Ｃ　Ｏｌｓｏｎ，び〃鮒桝ｏ肱Ｒ泌Ｍ
６Ｚ６０ブ Ｐｏ肋ブ Ｃｏ淋ｏ刀舳ツ，１９７６［マソ キンレ

　ー・ オルソン（小野周ほか訳）『われわれは原発と共存できるか』１９７７年，講談社，６９ぺ一ジ１。 プラ

　イス ・アンダーソン法をめぐる最近の動きは，本問照光「揺れ動く米原発損害賠償制度」『エコノミ

　スト』１９８８年７月１９日 ，５８～６４ぺ一ジ 。

９）さしあたり ，Ｊ　Ｓａｍｕｅ１Ｗ
ａ１ｋ
ｅｒ，Ｔｈｅ　Ｓｏｕｔｈ　ａｎｄ　Ｎ

ｕｃ１ｅａｒ　Ｅｎｅｒｇｙ，１９５４～６２，丹ｏＺｏｇ〃３・Ｆａ１１１９８１ ・

　ＰＰ１７６～１９１ ，Ｃｈａｒ１ｅｓ　Ｐ　Ｒｏ１ａｎｄ　Ｔ加１砂ブｏ加〃３ル〃，
１９７５，Ｐ１０８なとを参昭 ・

１０）８。〃挑、ブ” 厄幼０５肌７－
４， Ｗｍｔｅ．１９７９の特集

‘‘Ｔｏｗｅｒ　ｏｆ　Ｂａｂｅ１Ａ　Ｓｐｅｃ１ａ１Ｒｅｐｏｒｔ　ｏｎ　ｔｈｅ　Ｎｕｃ１ｅａｒ

　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ
・（ＰＰ２５～３８），およひＪａｍｅｓ　Ｃ　Ｃｏｂｂ，１〃刎５炉ｚｚ伽ｏ〃伽６８ｏ〃ん６閉３ｏ舳之ソ・１８７７～１９８４・

　１９８４
，ｐｐ
．１３１～１３２を参照

。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３８）



１１）

１２）

ユ３）

１４）

１５）

１６）

１７）

１８）

１９）

２０）

２１）

２２）

２３）

２４）

２５）

２６）

２７）

２８）

２９）

３０）

３１）

３２）

３３）

アメリカ原子力発電産業の現段階（藤岡） ２０１

　３倣ゴ５此ｏＺＡ６５肋ｄ，１９８９から計算 。

Ｅｎｅｒｇｙ１ｎｆｏｍａｔ１ｏｎ　Ａｄｍｍ１ｓ位ａｔ１ｏｎ，ＤＯＥ，Ｗｏ〃Ｍ６１鮒０〃Ｚｏｏ是１９９５．１９９５－ ａ， Ｕ　Ｓ　Ｇｏｖｅｍ
ｍｅｎｔ　Ｐｒｉｎｔｉｎｇ　Ｏｆ丘ｃｅ，ＰＰ．７～９；Ｊｏｈｎ　Ｌ．Ｃａｍｐｂｅｌ１，Ｃｏ吻〃５３０グ伽１〃倣び 二Ｎ肌Ｚ６〃Ｐｏ側ぴ伽４
批６ Ｃｏ〃肋〃〃ｏ郷 げひ．８ｆｏ〃ｏツ，１９８８，Ｃｏｍｅ１１Ｕｎｉｖ　Ｐｒｅｓｓ，ｐ．３３；長谷川公一 １９９６年，１６２～１７０

ぺ一ジ。原子力資料情報室編『脱原発年鑑９６』１９９６年，七つ森書館，２０１ぺ一ジ 。

　Ｅｎｅｒｇｙ　Ｉｎｆｏｍａｔ１ｏｎ　Ａｄｍｍ１ｓｔｒａｔ１ｏｎ，ＤＯＥ，１９９５－ ａ， ｐ１１６『日本経済新聞』９５年８月２８日付け朝刊

も参照 。

　　『朝日新聞」 ，９５年１２月１８日付け夕刊を参照
。

　Ｇｒｅｇｏｒｙ　Ａ．Ｂｉｓｃｈａｋ，１９８７，ｐ ．１０６

　Ａｒｊｕｎ　Ｍａｋｈｉｊａｎｉ　ｅｔ　ａ１．１９９６，ｐ ．８３

　Ｎｕｃ１ｅａｒ　Ｐｏｗｅｒ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ，閉 〃ｙ肋倣舳，ｎｏ９．１９９５，Ｓａｆｅ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ｃｏｍｍｕｎ１ｃａｔ１ｏｎ　Ｃｏｍｃ１１，ｐ
３．

　この点の詳細は，ＢｅｎｎｅｔｔＲａｍｂｅｒ ｇ， Ｄ６炊〃〃ｏ〃ｏゾＮ〃６Ｚ６０ブ Ｅ刀ぴ馴ル６〃加５加Ｗ；岬１９８０，Ｌｅｘ －

ｉｎｇｔｏｎ　Ｂｏｏｋ ｓ， ｐｐ．１３５～１３８；Ｓｔｏｃｋｈｏ１ｍ　Ｉｎｔｅｍａｔｉｏｎａ１Ｐｅａｃｅ　Ｒｅｓｅａｒｃ
ｈ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ，Ｎ〃６Ｚ６〃Ｒｏ”〃ｏ〃

加Ｗｏ批 〃，
１９８１，Ｔａｙ１ｏｒ ＆Ｆｒａｎｃｉｓ，ｐｐ．１２５～１３８；Ｄ ・コメイほか（大場英樹訳）『原子力発電論争』

１９７７年，サイマル出版会，７９～８８，１０１～１１２ぺ一ジを参照。湾岸戦争中のイラクの原千炉施設の攻

撃・ 破壊の事例については，高木仁三郎『核の世紀末』１９９１年，農文協，６８～７０ぺ一ジ 。

　たとえば１９８０年の実績をみると ，８００メガワ ット以上の大型原発の平均稼働率（発電可能容量にた

いする現実の発電率）は，５５％にすぎず，８００メガワ ット未満の原発の６６％を下回 っている 。Ｇｒｅｇ ・

ｏｒｙ　Ａ．Ｂｉｓｃｈａｋ，１９８７
，ｐ．１８０を参照のこと 。

　Ｇｒｅｇｏｒｙ　Ａ． Ｂｉｓｃｈａｋ，１９８７，ｐ ．１８０

　フェ ルミ増殖炉の炉心熔融事故については，Ｍｃｋｉｎ１ｅｙ　Ｏ１ｓｏｎ１マッ キンレー・ オルソン ，１９７６年 ，

７１～８１ぺ 一ジ１． ＴＶＡと原発との関係は，小林健一『ＴＶＡ一実験的地域政策の軌跡』９４年，御茶の

水書房 ，２８８ ・２９２ ・３０８～３１４ぺ一ジ参照 。

　この点については，Ｎｕｃｌｅａｒ Ｐｏｗｅｒ Ｅｃｏｎｏｍｉｃｓ，１９９５，ｐ，３ ・２１；ＲｉｃｈａｒｄＲｕｄｏ１ｐｈ／ＳｃｏｔｔＲｉｄ１ｅｙ

［Ｒ ・ルドルフ ，Ｓ ・リドレー １９９１年，２３７～２９１ぺ 一ジ１。

　その詳細は，Ｗ１１１１ａｍ　Ｈ　Ｏｖｅｒｈｏ１ｔ（ｅｄ），ん５＾Ｎ〃６Ｚ鮒ル〃〃，１９７７，Ｗｅｓｔｖ１ｅｗｐｒｅｓｓ［Ｗ　オーハ

ーホルト（河合伸訳）『アジアの核武装』１９８２年，サイマル出版，２０５～２５４ぺ 一ジ１，水口哲編著『原

子力　いまアメリカで』１９８３年，東洋経済，８０～１０６ぺ一ジ参照 。

　吉田文彦「挫折したプルトニウム利用計画」『世界』１９９２年１１月号，加藤滋「カーターの新原子力

政策と日本の原子力開発」『経済』１９７７年６月号，８３～８６ぺ 一ジ。高速増殖炉の開発にエネルギー開

発予算の３～４割を注いできたことについては，Ｄ ・コメイほか，１９７７年 ，２１一 ～２１７ぺ一ジ 。

この占は，Ｅｎｅｒｇｙ１ｎｆｏｍａｔ１ｏｎ　Ａｄｍｍ１ｓ位ａｔ１ｏｎ，ＤＯＥ，１９９５，Ｐ４７

　この点については，Ｎｕｃ１ｅａｒ　Ｐｏｗｅｒ　Ｅｃｏｎｏｍｉｃｓ，１９９５，ｐ．３も参照 。

　Ｅｎｅｒｇｙ　Ｉｎｆｏｒｍａｔ１ｏｎ　Ａｄｍ１ｎ１ｓｔｒａｔｌｏｎ，ＤＯＥ，Ａｎ　Ａｎａ１ｙｓ１ｓ　ｏｆ　Ｎｕｃ１ｅａｒ　Ｐ１ａｎｔ　Ｏｐｅｒａｔ１ｏｎ　Ｃｏｓｔｓ
，

１９９５－ ｂ， Ｕ　Ｓ　Ｇｏｖｅｍｍｅｎｔ　Ｐｒｍｔ１ｎｇ　Ｏ冊ｃｅ，ｐｐ３～８

　Ａｒｊｕｎ　Ｍａｋｈｉｊａｎｉ　ｅｔ　ａ１．１９９６，ｐｐ．８３～８４

　Ｅｎｅｒｇｙ　Ｉｎｆｏｒｍａｔ１ｏｎ Ａｄｍｍ１ｓｔｒａｔ１ｏｎ，ＤＯＥ，１９９５－ ａ， ｐ４３またＤ　コメイ ，１９７７年，４４～５５ ，１３３～

１４４ぺ一ジも参照 。

Ｅｎｅｒｇｙ　ｌｎｆｏｍａｔ１ｏｎ Ａｄｍ１ｎ１ｓ位ａｔ１ｏｎ，ＤＯＥ，１９９５－ ｂ， ｐ２１

Ｅｎｅｒｇｙ１ｎｆｏｍａｔ１ｏｎ Ａｄｍｍ１ｓ位ａｔ１ｏｎ，ＤＯＥ，１９９５－ ｂ， ｐ３

　ＥｎｅｒｇｙＩｎｆｏｒｍａｔ１ｏｎ Ａｄｍ１ｍｓｔｒａｔ１ｏｎ，ＤＯＥ，１９９５ －ａ，ＰＰ４７～４９この占については，Ｄ　コメイほか ，

１９７７年，５２～５３ぺ一ジも参照 。

　Ｅｎｅｒｇｙ　Ｉｎｆｏｒｍａｔ１ｏｎ Ａｄｍｍ１ｓｔｒａｔ１ｏｎ，ＤＯＥ，１９９５－ ａ， ｐ５５，なおカリフォルニア州都サクラメントの

ランチ ョ・ セコ 原発が住民投票によっ て８９年６月に閉鎖に追い込まれた経緯については，長谷川公一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３９／



２０２ 立命館経済学（第４５巻 ・第６号）

　１９９６年に詳しい 。

３４）１９９３年１月にレーマン　フラサース証券の報告書は，現在稼働中の１１０基のうち，２５基は，こんこ

　１０年のうちに早期廃炉に追い込まれるだろうと報道した。エネルギー省の担当官も ，既存炉の２５％は

　早期廃炉となる可能性があると認めているという 。Ｎｕｃｌｅａｒ　Ｐｏｗｅｒ　Ｅｃｏｎｏｍｃｓ，１９９５，ｐ４参照 。

３５）Ａｒｊｍ　Ｍａｋｈ１ｊａｎｌ　ｅｔ　ａ１，Ｈ妙一Ｌ舳３Ｚ　Ｄｏ〃伽Ｌｏ側一ム舳Ｚ８伽６
．１９９２，Ａｐｅｘ　Ｐｒｅｓｓ，ｐ１１２

３６）　Ｎｕｃ１ｅａｒ　Ｐｏｗｅｒ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ，１９９５，ｐｐ３～５

３７）　Ｋｏｍａｎｏｆｆ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ａｓｓｏｃ１ａｔｅｓ，亙脱ｏＺ亙舳ｏ〃　丁加Ｅ６０〃ｏ伽６ ル〃伽６ げＮ肌伽ブ 戸ｏｚび６れＥ〃６俳

　〃閉８〃刎刎ｏび，１９９２，Ｇｒｅｅｎｐｅａｃｅ　ＵＳＡ，ｐｐ．３～８

３８）その経緯の詳細は，Ｒ１１ｅｙ　Ｅ　Ｄｕｎ１ａｐ　ｅｔ　ａ１（ｅｄｓ）Ｐ肋伽Ｒ肌肋郷¢ｏ　Ｎ〃ｏ伽ｒ　Ｗ；鮒３．１９９３，Ｄｕｋｅ

　Ｕｎｉｖ．Ｐｒｅｓｓ を参照 。

３９）　Ｎｕｃ１ｅａｒ　Ｐｏｗｅｒ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ，１９９５，ｐ５

４０）Ａｒｊｕｎ　Ｍａｋｈ１ｊａｎ１ｅｔ　ａｌ，１９９２，ｐｐ１１２～１１３

４１）　この論争の産物として，たとえはＣｈａｒ１ｅｓ　Ｋｏｍａｎｏ伍， Ｐｏ肋ブ ＰＺ伽¢Ｃｏ並Ｅ舳〃２０〃 Ｍ６Ｚ６〃舳ゴ

　ＣｏｏＺ　Ｃ砂肋Ｚ　Ｃ０３な，Ｒ６ｇ〃〃舳，伽３厄ｃｏ刀ｏ舳６５
．１９８１，Ｋｏｍａｎｏｆｆ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ａｓｓｏｃ１ａｔｅｓ が参考になる 。

　　また初期のコスト論争については，Ｍｃｋｍ１ｅｙ　Ｏ１ｓｏｎ［マソ キンレー　オルノン ，１９７７年，２２９～２５４ぺ

　一ジＬ水口哲編著，１９８３年，１３２～１４８；１８６～１９２ぺ一ジ 。

４２）たとえはＥｎｅｒｇｙＩｎｆｏｍａｔ１ｏｎ Ａｄｍｍ１ｓ位ａｔ１ｏｎ，ＤＯＥ，１９９５ －ａ，ｐ４７を参昭のこと 。

４３）　Ｋｏｍａｎｏｆｆ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ａｓｓｏｃ１ａｔｅｓ，１９９２，ｐ１

４４）　Ｋｏｍａｎｏｆｆ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ａｓｓｏｃ１ａｔｅｓ，１９９２，ｐ２

４５）　Ｋｏｍａｎｏｆｆ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ａｓｓｏｃ１ａｔｅｓ，１９９２，ｐ３　８　９

４６）　Ｋｏｍａｎｏｆｆ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ａｓｓｏｃ１ａｔｅｓ，１９９２，ｐ４　５

４７）ＫｏｍａｎｏｆｆＥｎｅｒｇｙＡｓｓｏｃ１ａｔｅｓ，１９９２，Ｐ１２この占については，Ｃｈ
ｒ１ｓｔｏｐｈ

ｅｒ Ｆ１ａｖｍｅｔａ１，Ｐｏｗｅｒ

　Ｓｕｒｇｅ，１９９４，Ｗｏｒ１ｄｗａｔｃｈ　Ｉｎｓｔ１ｔｕｔｅ［クリストファー　フレイピンほか（山梨晃一訳）『エネルギー大

　潮流』１９９５年，ダイヤモンド社，２４９ぺ一ジ１も参照 。

４８）たとえば２万人以上の契約者をもつ中 ・大規模の民問電力会社の９０年代はじめの電力料金のデータ

　　によると ，原発に依存する電力会社の平均電力料金は，９３８セント／ＫＷＨであ った。他方，原発に

　依存しない電力会社の電力料金は，７２５セント／ＫＷＨであ った。Ｎｕｃ１ｅａｒ　Ｐｏｗｅｒ　Ｅｃｏｎｏｍ１ｃｓ，１９９５ ，

　Ｐ
．７

４９）Ｋｏｍａｎｏｆｆ　Ｅｎｅｒｇｙ　Ａｓｓｏｃ１ａｔｅｓ，１９９２，ｐ１２なお通産省　資源エネルキー庁の発電 コスト試算（１９８６

　年）によると ，日本の原子力発電コストも石炭 ・石油の発電コストを上まわるようになっ たという 。

　　『朝日新聞』８７年１月２１日付記事，および藤田祐幸『ポスト ・チ ェルノブイリを生きるために』１９８７

　年，御茶の水書房，５～１４ぺ一ジ参照 。
５０）　８Ｙ１９９７Ｃ

ｏ〃
ｇ肥５３ゴｏ〃〃Ｂ〃ゴｇ〃Ｒ６ｇ肌３グＢ〃３８勿Ｈ４ｇ’んＺなんな，Ｄ砂ｏブ肋〃〃 げ厄〃６７ｇツ

，１９９６
，ｐｐ
．４３

　　～４９．核融合開発の経緯と問題点については，ロビン ・ハーマン（見角鋭二訳）『核融合の政治史』

　　１９９６年，朝日新聞社を参照のこと 。

５１）ＧｒｅｇｏｒｙＡＢ１ｓｃｈａｋ，１９８７，ｐ１５５１８６

５２）アジア進出を狙う原発メーカーの動きについては，宮嶋信夫『原発大国へ向かうアジア』１９９６年 ，

　　平原社 ，Ｅｎｅｒｇｙ　Ｉｎｆｏｍａｔ１ｏｎ　Ａｄｍｍ１ｓｔｒａ七〇叫ＤＯＥ，１９９５－ ａ， ｐ３ ，『朝日新聞』９６年４月１７日付けを参

　　照 。

（５４０）
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